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主な給付や支援について

〇 児童手当の拡充
⇒扶養控除の縮小で実質手取額が減少しないような額を最低限支給すべき。

〇 児童扶養手当の第3子以降の加算額引き上げ
⇒一部支給停止（減額措置）の廃止と毎月支給を。

〇 子育て応援交付金、妊婦等包括相談支援事業の創設
⇒オンラインによる相談など体制を強化すべき。

〇 こども誰でも通園制度
⇒潜在的待機児童を含む待機児童問題の解消とあわせて、希望するすべての
子どもが利用できるようにすべき。

⇒職員の賃金・労働条件の改善と保育人材確保を。

議論し、充実していただきたいこと
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主な給付や支援について（雇用保険関連）

〇 出生後休業支援給付制度
⇒14日間の取得で十分と思われないようにすべき。
⇒男女がともに育児を担う重要性や社会全体で共育ての推進を。

〇 育児時短就業給付制度
⇒キャリア形成の阻害や労働者間の分断につながらないようにすべき。

〇 育児休業等給付勘定の子ども・子育て支援特別会計への移管
⇒従来労政審で扱ってきた事項に関して、労政審で検討する枠組みの維持を。

議論し、確認や認識共有していただきたいこと

5



支援金制度の課題点

〇 給付と負担の関係が不明確であること
⇒給付対象にならない方が保険料負担するのは社会保険と言えるのか。
⇒医療保険料に上乗せする合理的理由がない。
⇒医療保険の被保険者以外は負担が生じない。

〇 子ども・子育て支援以外にも使途が広がりかねないこと
⇒集めた財源を都合よく使うことにならないか。
⇒使途が拡大することで財源不足が生じると徴収額も増加する恐れ。

〇 拠出する側による意見反映の仕組みがないこと
⇒支援金を徴収し、納付する医療保険者の立場が不明確。
⇒被保険者である労働者などが意見聴取の対象となるのかが不明確。

〇 新たな「支援金制度」の前例となる危惧があること

⇒「徴収しやすいところから徴収する」手法の前例になる恐れ。

税や財政全体の見直しなどを含め財源確保策を見直すべき
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